
13.法申請図の作成

１３．法申請図の作成 

１３-１．法申請のフロー

BIM ワークフローの中で、S2 段階で申請に必要な仕様や情報を含んだモデルが作成されることに
より、S4 以降必要となる計画通知(確認申請)に必要な法規チェックを設計ステージに合わせて行な
うことが可能となります。このことにより、計画通知(確認申請)直前の法チェックに起因する設計
変更や手戻りなどを防ぐことが出来、ワークフロー省力化につながります。

１３-２．申請図の作成方法

法申請図を作成していくにあたり、BIM データを利用することにより、申請作業が標準化出来、
間違いや不整合を少なくし、業務を効率化することが出来る側面があります。ここでは、BIM デー
タが有効活用出来そうな部分や、図面作成方法などをいくつか紹介します。

１）計画通知（建築確認）
①防火区画図関連における活用例
各オブジェクトの持つ属性情報を可視化させることにより、防火区画図を作成することが出来
ます。

図 13-1 防火区画図 
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図 13-2 防火区画図におけるデータ説明 
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「建築確認における BIM活用推進協議会」で検討されている凡例を基に、防火区画図の凡例を
作成しています。 

図 13-3 防火区画図凡例 
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②住戸の採光・換気チェックにおける活用例 
部屋、窓の情報を使い、集計表内で計算式を設定することで採光及び換気上の必要開口面積と有
効開口面積の値を算出する事が出来ます。BIM データから算出された値を、Excel 表にまとめ有
効採光・換気面積判定表を作成します。 
あらかじめテンプレートに必要開口面積と有効開口面積の集計表を用意しておくことで、迅速
に計画通知の業務を行なうことが出来ます。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 13-4 採光・換気チェックにおけるデータ説明 
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２）各種条例手続き、一団地認定 
①緑化計画図における活用例 
外構の計画時に配置している敷地境界や樹木オブジェクトなどを使い、緑化計画に必要な集計
表を作成することが出来ます。また、緑化計画で必要となる接道長さや緑化範囲の面積は、2D
要素である長さ表示オブジェクト、塗り潰し領域を緑化計画ビューで加筆することで、長さ、面
積の集計が可能となります。 
BIM データから算出された値を、東京都が HP で公開している緑化計画書に入力し、緑化計画
資料を作成することが出来ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 13-5 緑化計画図 

 
 
 
 
 
 
 

 

13-5



13.法申請図の作成 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 13-6 緑化計画書に入力するデータの説明 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 13-7 緑化計画平面図 
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②駐車場計画図における活用例 
駐車場計画時に配置する駐車場オブジェクトを使い、駐車区画寸法ごとの台数の集計表を作成
することが出来ます。また、付置義務駐車台数の算出で必要となる延床面積は、求積図の面積集
計から算出出来ます。 
BIM データから算出された値を、東京都が HP で公開している付置義務駐車施設概要書に入力
し、駐車場計画資料を作成することが出来ます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 13-8 駐車場計画図 
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図 13-9 付置義務駐車施設概要書のデータ説明 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 13-10 駐車場計画平面図 
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③一団地認定における活用例 
一敷地に複数棟ある団地の共同住宅の設計では、一団地認定の申請が必要となります。 
BIM データを標準化し連携させることで、各棟のプロジェクト情報を建築概要に集約し、一団
地認定に必要な図面を作成することが出来ます。 
複数棟の設計が同時に進んでいく場合には、S1 または S2 の時点で各棟データに分けていく必
要があります。各棟に分ける時に、共通の基準点を持たせることでモデルの統合が容易になりま
す。また、共通のパラメータを使い、情報の入れ方を標準化することで、各棟の建物情報をまと
めることが可能になります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 13-11 一団地認定図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 13-12 一団地認定データ構成 
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図 13-13 一団地認定における BIMデータ集計表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 13-14 一団地認定配置図 
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